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1.調査の目的 

 標記調査団は、タイ商務省よりタイ事務所に打診のあった会計制度にかかる

協力に関し、①先方機関のニーズの確認及び具体的協力内容の検討、②

APEC/SELI 会合における本案件採択に向けた関係機関への説明、を目的とし、平

成 15年 5月 15日より 22 日にかけて、タイを訪問し、商務省をはじめ関係機関

を訪問・協議を行い、あわせて関連情報の調査・収集を行った。 

 

2.調査期間 

平成 15 年 5 月 15 日から平成 15年 5月 22日（8日間） 

 

3.調査団員 

森本 英雄 総括 鉱工業開発調査部計画課長 

池田 海童 調査計画 鉱工業開発調査部計画課 

 

4.日程 
 日付 午前 午後 
1 5 月 15日（木） 成田 18:20 [JL707]  → バンコク 22:45 
2 5 月 16日（金） JICA タイ事務所 

外務省技術経済協力局（DTEC） 
商務省企業開発局（DBD） 

3 5 月 17日（土） 団内会議 
4 5 月 18日（日） 資料整理 
5 5 月 19日（月） 商務省貿易交渉局（DTN） JETROバンコク事務所 
6 5 月 20日（火） トーマツ・デロイト会計事務所 タイ会計士協会（ICAAT） 
7 5 月 21日（水） 商務省国内貿易局（DIT） 

JICA 計量プロジェクト 
商務省企業開発局（DBD） 
バンコク 22:15 [JL718]  → 

8 5 月 22日（木） 成田 6:15 

 

5.調査結果 

（1）先方機関のニーズの確認及び具体的協力内容の検討 

＜商務省＞ 

 企業開発局（DBD）オラジット局長を始め、担当部局（主として会計士資格者）

の出席を得、本件会計法執行支援に関する商務省側の強いニーズが確認される

とともに、会議の場に於いて同局長より、直接部下に対し要請書の準備を始め

るよう指示がなされた。 

 DBD 企業監督課は、会計法の執行、特に簿記資格者1の登録・指導業務などに

あたるとともに、各企業から提出された会計書類の審査、会計法及び同施行規

                                             
1 タイにおける簿記の有資格者（Bookkeepers）は、現在約 65,000 人。うち商務省により認定
された者が約 40,000 人（大学において学士を得た者を含む）、移行措置により資格を得ている者
が約 15,000人。移行措置による資格は、今後商務省による研修を受講しない場合、2008 年 4 月
には失効する予定とのこと。 
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則に関する質問への回答等の業務を行っている。今回の支援要請の内容は、こ

れら業務に関する商務省職員のキャパシティ・ビルディングを図ることを中心

とし、①簿記資格者への指導、②会計書類審査業務の、コンピュータ化を含む

合理化・簡素化、③会計相談業務のための、職員の研修及び業務合理化、等と

なっている。 

 同企業監督課の執務状況を見学したところでは、各企業より提出された会計

書類の山に埋もれながら、少ない人員が審査業務に忙殺されていた。また、相

談業務に関しても、同課職員において専門知識が十分でないため、会計士有資

格者である幹部職員がその業務に多くの時間を割かれてしまうという状況であ

った。これらは、タイ会計法が商務省に対しその業務として規定しているもの

であり、放棄することの出来ない業務であることから、職員のキャパシティ・

ビルディングと業務の合理化が必要であるという印象を受けた。 

 

＜外務省＞ 

 技術協力の窓口機関である技術経済協力局（DTEC）日本課長のバンチョン氏

を訪問し、本案件の概要説明と、APEC/SELI 会合で本件を取り上げる可能性のあ

ることを説明した。 

 同課長は、APECの議題として取り上げることを理解し、サポートを約束した。

通常の案件要請の手続きとは別に、迅速な対応を取るとのことである。 

 調査団より、実施中の中小企業振興プロジェクトとも連携しながらタイにお

ける会計制度の底上げに繋げていくことが大切であると説明したところ、同課

長より、国営企業の監査のための専門家が派遣されていることに言及があった。

調査団より、それらと連携をとりつつ進めることでより広がりを持った協力を

実施できる可能性もあると回答した。 

 

＜タイ会計士協会＞ 

 現在、タイの会計士制度及びその指導・監督等を内容とする新しい会計士法

（旧監査法）が国会において審議中である。調査団は、同協会のアンチャン部

長に面談し、同法が成立した場合の会計士監督のしくみについて聴取した。 

 現在は会計士、簿記資格者ともに商務省によって監督されているが、同法成

立後会計士の登録・監督業務は新機構（独立機関）に移行されることが検討さ

れている（この法案の成立後も、簿記資格者に関する登録・監督業務は商務省

に残ることになっている。）。 

 また、タイにおける会計制度の現状の確認と、同協会において準備中の会計

士へのトレーニングコースを本案件において活用する可能性などについて聴取

した。 
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＜トーマツ・デロイト会計事務所＞ 

 同事務所の共同経営者（パートナー）に面会し、商務省より要望のあった 3

項目（簿記資格者への研修／会計書類審査業務／会計相談業務）につき意見を

聴取した。 

 簿記資格者への研修に関して、商務省は認定機関に特化し、実際の研修業務

は国内の教育機関を活用することが効果的、会計書類審査に関し、トーマツで

はコンピュータを利用したシステムの存在は把握していないとのことであった。

タイにおいてはかなり大きな企業を除けば手作業による記帳を行っているとの

ことである。 

 会計相談業務について、商務省は、所管する会計法とその運用に業務を集中

し、簿記の記帳の指導などは ICAAT 等に任せるなど分担を進めることが必要で

あるとの意見であった。 

 その他、タイの会計制度や企業に関し情報を得た。 

 

（2）APEC/SELI 会合における本案件採択関連 

 APEC/SELI 会合における本案件採択に関しては、上述の外務省 DTEC に加え、

在タイ大使館及び経済産業省 APEC 室長に同行し、商務省貿易交渉局（DTN）ペ

ンプン課長を訪問し、本件開発調査の内容につき説明を行った。 

 なお、本件については 5 月 23 日（金）の SELI 会合上、タイ側より歓迎をも

って受け入れられ、承認されたとのことである。 

 

6.今後の方針 

 本案件カウンターパートである商務省 DBD は、すでに要請書の作成に着手し

ている。今後は、要請書の接到及び採択のタイミングを見計らい再度先方との

協議を行い、採択の後は S/Wの締結を目指したい。 

 要請書接到後は、これまでの経緯に鑑み、可及的速やかに本格調査実施に向

けた手続きの開始を行うこととしたい。
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1.調査の背景 

鉱工業開発調査部は 2001 年 10 月より 2003 年 3月まで連携促進委員会「市場
強化のための制度整備協力に係る委員会」を開催し、“経済ソフトインフラ”及
び“貿易・投資・競争関連制度”について、途上国への制度整備協力の方向性
という形で報告書を取りまとめた。“経済ソフトインフラ分野”においては、銀
行、資本市場、会計、コーポレート･ガバナンス、金融法制インフラの各分野に
ついての協力の方向性について検討を行うとともに、タイ、インドネシア、中
国において現地調査を行った。2002年3月のタイ現地調査において、商務省（MOC）
より企業会計分野における具体的な支援ニーズに関しての言及がなされた。 
その後 2002 年度において、タイにおける会計法執行の所管部門である商務省

企業開発局(Ministry of Commerce, Department of Business Development: MOC, 

DBD)より、在タイ日本大使館、JICA タイ事務所への支援の可能性についての打

診があり、また 2003 年 3 月に鉱工業開発調査部より派遣された鉱工業フォロー

アップ調査団も、訪タイに際して MOC と協議を行い、強い要望を確認した。こ

れを受け、MOC、在タイ日本大使館、JICAタイ事務所との間で打ち合わせが行わ

れ、2003 年 5 月には鉱工業プロジェクト選定確認調査団が MOC の具体的な協力

ニーズを確認するとともに協力の可能性の検討を行った。 

これらを受け、今般 2003年 7月にプロジェクト形成基礎調査団を派遣し、追

加的なタイ国における会計関連制度の現状の調査及び MOC DBD と具体的な協力

内容の検討を行った。今回の調査においては、前回明らかになった先方の協力

ニーズを受け、具体的な協力内容の検討を行うことを目的として、タイ国の会

計関連制度の現状の調査、及び商務省の協力要請内容についての協議を行った。 

 

2.タイ国会計法を取り巻く概観 

タイ国においては、1997 年の経済危機以降、経済関連制度強化の必要性が指
摘され、企業会計分野においては、世銀、タイ大蔵省、タイ公認会計士協会が
協力し会計・監査制度の改革を行ってきた。 
それらの流れを受け、2000 年に新会計法（以下、会計法）が施行され、同法
においては、企業会計に関する企業の義務および MOC の果たすべき役割等が規
定されている。 
一方、企業（特に中小企業）の経営者、経理担当者の間には、会計法関連法
令に関する知識不足、及び財務諸表の重要性、有用性に関する認識不足があり、
企業より提出される財務諸表、帳簿には会計法等に照らすと多くの不備が存在
する。 
会計法の執行に責任を持つ MOC DBD 企業監督課（Bureau of Business 
Supervision : BBS）は、会計法の執行、特に簿記資格者の登録・指導業務など
にあたるとともに、各企業から提出された会計書類の審査、また会計法及び同
施行規則に関する質問への回答等の業務を行っている。BBS には 128 名の職員し
かおらず業務量の多さとともに、業務内容の複雑さから、当該業務の合理化・
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効率化及び職員の能力にも改善の余地がある。 
上記の背景のもと、MOC DBD は、職員のキャパシティ･ビルディング、業務の
効率化などの「会計法執行支援」を希望している。 
 
3.調査期間 

平成 15 年 7 月 7 日から平成15年 7 月 12日（6日間） 

 

4.調査団員 

森本 英雄 総括 鉱工業開発調査部計画課長 

高林 博史 調査計画 鉱工業開発調査部工業開発調査課 

 

5.日程 
 日付 午前 午後 

1 7 月 7日（火） 成田 18:20 [JL707]  → バンコク 22:45 
2 7 月 8日（水） JICA 事務所 

DTEC 
MOC DTN 
Thai Union Aqua Products co. 
ACTREC 

3 7 月 9日（木） MOC DBD 
4 7 月 10日（金） 団内打合せ PricewaterhouseCoopers 
5 7 月 11日（土） 日本大使館 

JICA 事務所 
KPMG 
MOC DBD 
バンコク 22:15 [JL718]  → 

6  成田 6:15  

 

6.調査結果 

＜日本のタイに対する協力における本件の位置づけ＞ 

これまでタイにおいて中小企業振興プログラムを推進してきているが、本件
が目的する適切な財務諸表の整備は、企業の金融へのアクセスの改善、また原
価計算、管理会計を通した適切な企業経営計画の立案などを可能とするもので
あり、本件はタイ国の経済開発の（経済ソフトインフラ）制度整備協力と位置
づけられる。 
また、7月の APEC SELI (Asia-Pacific Economic Cooperation, Strengthening 
Economic Legal Infrastructure)会合においても本協力をモデルプロジェクト
として取り上げられ、8月のSELI会合においてプログレスレポートを行う予定。 
 

＜BBSの組織体制等について＞ 

・ BBS 職員は全体で 128 名。うち 57名が正規職員。今回の C/Bの対象はこの背

正規職員 57 名を主とする。職員の多くは会計に関する実務経験を持たず MOC

に就職している。 

・ BBS 職員のうち本件の直接の C/P となるのは Pongpun 課長以下 6名程度の見
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込み。すべて女性で皆海外留学経験あり、多くは公認会計士の資格を有し（タ

イ国 CPA 他）で英語も堪能。それ以外の職員はほとんど英語がしゃべれない

ため、本格調査における C/Bにおいては通訳等の活用が必要。また、関連の

資料等もタイ語のみのものがあるため留意が必要と思われる。 

・ BBS は 5 つの Section に分かれて業務を行っている。（別紙参照） 

・ これまで BBS に対して、タイ PwC がさまざまな支援（受注）を行っており、

そのうちの一つで下記 2つのソフトを業務改善のために導入した。また現在

タイ PwC は BBS のプログラムを受注しており、2 社に対して経理へのコンピ

ューターシステムの導入について指導を行っているとのこと。 

 

＜中小企業の視察結果：Thai Union Aqua Products co.＞ 

業種：水攪拌機製造（エビ養殖等で使用される機械） 

従業員：40 名程度 

年商：11,000,000bht 程度 

・ 以前は専門の Bookkeeper2をおいていなかった。 

・ 海外との取引が増えるにつれ、正確な記帳が求められるようになった。 

・ また輸出業務の増加によりTaxの払い戻しを受けるためにも正確な記帳が必

要となった。 

・ 現在は他社から経理担当者を副社長として雇用している。（Thai Union Aqua 

Products co.の Bookkeeperでもある。） 

・ この会社においては、帳簿等経理業務を PC上にて管理している。（この副社

長によるとタイの中小企業における経理業務の PC での処理は 60％～70％位

の会社が行っているのではとのこと。） 

・ なお、この会社は中小企業開発銀行（SIFC）の融資を受けている企業であり、

現在同銀行へ派遣されている加藤 JICA 専門家より紹介を受けたもの。同銀

行が融資している企業ということは、数ある中小企業の中においてもレベル

の高い企業群に位置されるものであると考えられる。 

 

＜具体的支援内容 3点＞ 

・ 具体的な協力要請は、以下の 3 点。（これら事業の業務改善提言を行うとと

もに、職員のキャパシティ・ビルディングを実施する） 

① Bookkeeper の継続教育（CPD：Continuing Professional Development）に

関する提言の作成 

                                             
2 Accounting Act, B.E. 2543 (2000) Section4の第 4項の規定による企業経理担当者で
Bookkeeperの資格を有する者。なお、Bookkeeperの資格を持たない企業内の経理に従事する
ものは、単に企業経理担当者とする。 
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Ø 現在、BBSでは、Bookkeeper に対する CPD 制度（3年毎の資格更新）の構
築を検討している。全体の方向性は 2003年 7月下旬に学識経験者などと

の議論を踏まえて近日中に決めるとのこと。 

Ø 制度の施行は 2004 年 10 月スタートの予定（2004 年 8 月には制度の詳細
を決定予定）。BBS としては同制度履行後においても、本協力を通しての

制度改善提言を受け入れる準備があるとのこと。 

② 会計書類審査業務の、コンピュータ化を含む合理化・効率化 

Ø BBS は会計法の規定にのっとり、タイ国の企業から提出される会計書類の
検査、審査業務を行っている。審査業務はタイ国における企業約 40 万社

からサンプリングにより行っている。 

Ø これら業務は下記③のコンサルテーションとともに、担当職員 38 名（臨
時職員以外を含む）によって行われている。 

Ø また TeamMate（PwC 開発の内部監査ソフト）、Winidea を活用している。
現在は 10社について試行的に活用しているとのこと。 

Ø BBS としては、TeamMate、Winidea の活用に必ずしもこだわらないが、業
務の効率化、合理化、正確性の向上を望んでいる。 

③ 会計相談業務（コンサルテーション／クリニック）のための、職員の研修

及び業務合理化 

Ø BBS では Web、電話、対面方式により会計法や関連制度などに関する相談
サービスを提供している。 

Ø 一日数十件から約 100 件程度（例えば一日：電話 30～40 件、Web10～15
件、ほか対面ほど）の問い合わせが、幅広い企業（特に中小企業）から

あり、効果を挙げている。 

Ø 電話での問い合わせに関しては、各 Provinces においても実施している
（臨時職員（temporary staff）が対応）。 

Ø 過去 1～2年の FAQについては一般的なものに関して取りまとめ、製本し
て販売中。Web上に載せることも予定されている。ただし、多くの質問者

は本や Web を見るより直接電話で問い合わせたほうが早いということで

（本に載っている内容でも）電話で問い合わせすることが多いとのこと。 

Ø 民間からの regulation に関する問い合わせは BBS に、accounting 
standard に関する問い合わせは基本的には会計事務所に対して行われて

いる模様。 

Ø 本業務については、タイ政府の方針として外部へのアウトソースは考え
られていない。 
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＜Bookkeeper（制度）／CPD制度の現状について＞ 

・ Bookkeepers（制度）は、2000 年の新会計法により新たに導入され、各企業

が会計帳簿の作成の責任者一人を Bookkeeper として MOC DBD に登録する必

要がある。現在約53,000人が登録されており、MOCはこの指導監督にあたる。

本登録制度は、3 年に 1 度の更新が必要であり、そのために研修を受ける必

要がある（CPD制度）。 

・ Bookkeeper の登録制度においては、各社一名を雇用する必要がある。しかし

ながら、必ずしも各企業に Bookkeeper1 名常駐しているわけではなく、外注

しているケースが多い。 

・ また各社一人雇用すれば良いので、一つの会社に一人以上の Bookkeeper が

存在することは基本的にない。（1 社が自社社員のうち 2 名に Bookkeeper の

資格を取らせるインセンティブはない） 

・ 登録されたBookkeeperの間でもその能力レベルにばらつきがある、またSMEs

の中には帳簿さえもしっかり付けられていない会社も多い模様。 

・ Bookkeeper の登録要件はタイ国居住、タイ語の能力、会計学士所持が基本。

ただし、上記要件を満たしていないものでも、新会計法施行以前に 5年以上

の Bookkeeping の経験がある者は、所定の研修を受ければ 8年間継続が認め

られている。 

・ BBS は有識者の監修の下、この移行者用の研修テキストを作成（収集資料を

参照。タイ語のみ、本格調査においては英語又は日本語に一部翻訳して内容

を検討する必要がある。） 

 

＜3 点以外の協力について＞ 

・ 上記 3点以外に、本協力の大目標であるタイ国の企業が正しい財務諸表を整

備するためには、タイ国の企業または経営者の意識改善が必要である。した

がって、目的の達成に資する活動（例えばタイ国の企業が会計法に準拠する

に当たっての具体的改善策について調査・提言）も本協力の対象範囲として

検討する必要があると考えられる。 

・ 例えば、③の個別相談内容を分析し、タイの中小企業の会計能力向上に向け

た有効な指導法（特に管理会計や原価計算の概念の普及など）また、インセ

ンティブ付与の方法についての検討などが協力内容として考えられる。 

・ また、企業経営者の意識向上を目的としたセミナーの開催に対しても BBS よ

り強い要望があった。特にバンコク以外の都市においては CPAや Bookkeeper

の不足などの問題があるため、地方都市においてのセミナー開催等は有意義

であると考えられる。 
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＜留意点＞ 

・ 職員のキャパシティ・ビルディングに当たっては、協力を効率的に進めるた

めに調査の初期段階で BBS 職員に対する能力の測定を行い、その後調査の中

段階、最終段階にて同様の能力の測定を行うなどの工夫が必要と考えられる。

ただし、能力測定を職員へのテストで行うか、ヒアリングで行うかなどは、

BBS と協議を十分行った上で決定する必要がある。 

・ また、調査初期に実施する職員の能力測定結果は、調査段階での成果の測定

に活用するとともに、本協力終了後の評価においても活用することを念頭に

おいて行うことは有意義と考えられる。 

 

＜成果品について＞ 

・ 具体的な成果品は以下のレポートのほか、セミナー／ワークショップなどの

講義資料、職員へのキャパシティ･ビルディングに活用する教材、テキスト、

カリキュラム作成などが考えられる。なお、ファイナルレポートは BBS職員

による活用を考えタイ語でも作成する必要がある。 

Ø インセプションレポート  
Ø インテリムレポート 
Ø プログレスレポート 
Ø ドラフトファイナルレポート 
Ø ファイナルレポート（本文）（要約） 
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